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第４ 屋外タンク貯蔵所の基準（危政令第１１条） 

 

１ 保安距離（第１項第１号） 

  保安距離は、屋外貯蔵タンクの側板（保温材等で覆われている場合は、そ

の外側）から測定することとするほか、「第２ 製造所の基準１」の例による

こと。 

 

２ 敷地内距離（第１項第１号の２）（危省令第１９条の２） 

(1) 敷地内距離の算定に係る各部の寸法は、【第４－１図】によること。 

なお、敷地内距離は、屋外貯蔵タンク側板（保温材等で覆われている場合

は、その外側）から測定すること。 

同一敷地内で当該屋外貯蔵タンクと敷地境界線との間に他の施設、設備等

があっても当該事業所全体の敷地境界線からタンク側板までの距離とする

こと。（昭和５６年１２月１５日消防危第１７０号） 

 
 

(2) 危政令第１１条第１項第１号の２ただし書きの適用について、安全と認め

られる場合には次に掲げるものとすることができる。 

 ア 「防火上有効な塀」は、鉄筋コンクリート造又は補強コンクリートブロ

ック造とすることを原則とするとともに、「屋外タンク貯蔵所に係る防火

塀及び水幕設備の設置に関する基準」によること。（昭和５５年７月１日

消防危第８０号） 

 イ 「地形上火災が生じた場合においても延焼のおそれが少ないこと」とは、

Ｈ 
Ｄ Ｌ 

縦置型の例 

横置型の例 

Ｈ ：タンクの高さ 

Ｄ、Ｌ：タンクの直径 

Ｈ 

【第４－１図 寸法の測定例】 
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屋外タンク貯蔵所の存する事業所の敷地に隣接して次のいずれかのものが

存在する場合であること。 

(ｱ) 沼、河川又は水路 

(ｲ) 工業専用地域内の空地又は工業専用地域となることが確実である埋

立中の土地 

 ウ 「防火上有効な水幕設備」は、「屋外タンク貯蔵所に係る防火塀及び水

幕設備の設置に関する基準」（昭和５５年７月１日消防危第８０号）によ

ること。 

 エ 「地形上火災が生じた場合においても延焼のおそれが少ないこと」及び

「敷地境界線の外縁に、告示で定める施設（危告示第４条の２の２）が存

在すること」に該当する場合は、何ら措置を講じなくても、市長が定めた

距離とすることができること。 

 

３ 保有空地（第１項第２号）（危省令第１５条） 

  「第２ 製造所の基準２」の例によるほか、次によること。 

(1) 保有空地は、屋外貯蔵タンクの側板（保温材等で覆われている場合は、そ

の外側）から測定すること。 

(2) 屋外タンク貯蔵所の防油堤は、保有空地（当該屋外タンク貯蔵所に係るも

のに限る。）内に設けることができること。（昭和３７年４月６日自消丙予

第４４号） 

(3) 危政令第１１条第１項第２号ただし書きの規定により空地の幅を減ずる

場合にあっては、その相互間にそれぞれがとるべき空地のうち大なる空地の

幅以上の空地を保有すること。 

(4) 既設の屋外タンク貯蔵所の位置に新たに屋外タンク貯蔵所を設ける際に

保有空地が現行基準に適合しない場合、「既設の屋外貯蔵タンクの設置位置

に新たに屋外貯蔵タンクを設置する場合の取扱いについて」により危政令第

２３条の規定を適用し認めることができる。（昭和５１年１０月３０日消防

危第７７号） 

(5) 危省令第１５条に掲げる保有空地の特例は、隣接するタンク相互間の空地

の緩和であり、タンク周囲全部の空地の緩和について適用することはできな

い。（昭和３９年５月１８日自消予発第４１号） 

 

４ 標識及び掲示板（第１項第３号）（危省令第１７条第１項、第１８条第１

項） 

(1) 「第２ 製造所の基準３」の例によること。 

(2) 標識又は掲示板について、板（幅０.３ｍ以上長さ０.６ｍ以上）を用いず

タンク側板に直接表示することは認められない。（昭和３７年４月６日自消
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丙予発第４４号） 

標識及び掲示板は、各タンクごとに設けるとともに、防油堤のあるタンク

にあっては、防油堤の外部から見やすい箇所に設けること。 

 

５ 特定屋外タンク貯蔵所の基礎、地盤（第１項第３号の２） 

  基礎、地盤に関し必要な事項は、法令で定めるほか下記の通知を参考にし

て指導すること。 

(1) 「屋外タンク貯蔵所の規制に関する運用基準等について」（昭和５１年１月

１６日消防予第４号、改正昭和５２年９月消防危第１３７号） 

(2) 「杭又はリングを用いた特定屋外貯蔵タンクの基礎及び地盤に関する運用基

準について」（昭和５７年２月２２日消防危第１７号、改正平成元年９月消防

危第９０号、平成１１年９月消防危第８６号） 

(3) 「深層混合処理工法を用いた特定屋外貯蔵タンクの地盤の運用基準につい

て」（平成７年１１月２日消防危第１５０号） 

(4) 「危険物規制事務に関する執務資料（屋外タンク貯蔵所及び一般取扱所関係）

の送付について」（平成１１年６月１５日消防危第５８号） 

(5) 既設の特定屋外タンク貯蔵所で、その構造及び設備が令第１１条第１項第３

号の２に定める技術上の基準に適合しないもの(「旧基準の特定屋外タンク貯

蔵所」)については、新基準に適合し、当該新基準を維持しなければならない

ものとされており、これら新基準に関しては、平成６年９月１日消防危第７３

号「危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令等の施行について」第３

「特定屋外タンク貯蔵所の技術上の基準の見直し等に関する事項」を参照する

こと。 

(6) 基礎、地盤に関する試験（標準貫入試験及び平板載荷試験等）に関しては、

昭和５２年３月３０日消防危第５６号通知中第４「特定屋外タンク貯蔵所の技

術上の基準に関する事項」によること。 

 

６ 準特定屋外タンク貯蔵所の基礎、地盤（第１項３号の３） 

  基礎、地盤に関し必要な事項は、法令で定めるほか下記の通知を参考にし

て指導すること。 

(1) 「準特定屋外タンク貯蔵所に係る技術基準等に関する運用について」（平成

１１年３月３０日消防危第２７号） 

(2) 「危険物規制事務に関する執務資料（屋外タンク貯蔵所及び一般取扱所 

関係）の送付について」（平成１１年６月１５日消防危第５８号） 

 

 

 



第 4-4 

 

７ タンクの材質、板厚等（第１項第４号）（危省令第２０条の５） 

(1) 「鋼板」とは、原則として JIS G3101「一般構造用圧延鋼材 SS400」をい

うものであること。ただし、貯蔵する危険物の性質によって、鋼板を使用で

きないものについては、危政令第２３条を適用して、厚さ３．２㎜以上の鋼

板と同等以上の強度を有する金属板を用いることができる。 

なお、厚さ３．２㎜以上の鋼板と同等以上の強度を有する金属板とは、お

おむね次の計算式により算出された数値（３．２㎜未満の場合は、３．２㎜）

以上の板厚を有する金属板をいうこと。 

 

     
 

 

ＪＩＳ番号 材 質 の 記 号 引張強さ（Ｎ／m㎡） 

Ｇ３１０１ ＳＳ４００ ４００ 

Ｇ３１０６ 
ＳＭ４００Ｃ ４００ 

ＳＭ４９０Ｃ ４９０ 

Ｇ３１１５ ＳＰＶ４９０ ５７０ 

Ｇ４３０４ 
ＳＵＳ３０４ ５２０ 

ＳＵＳ３０４Ｌ ４８０ 

Ｇ３１０３ ＳＢ４１０ ４１０ 

 

【第４－１表 引張強さ例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｔ・・・金属板の厚さ（㎜） 

σ・・・金属板の引張強さ（N/㎟） 
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(2) 特定屋外貯蔵タンク及び準特定屋外貯蔵タンクの鋼板 

 ア 危省令第２０条の５に定める特定屋外貯蔵タンクの鋼板材料は【第４－

２表】によること。 

 

【第４－２表 特定屋外貯蔵タンク鋼板材料表】 

 

 イ 特定屋外貯蔵タンク及び準特定屋外貯蔵タンクの溶接方法等に関しては、

昭和５２年３月３０日消防危第５６号通知中第４「特定屋外タンク貯蔵所の

技術上の基準に関する事項」及び令和元年８月２７日消防危第１１７号「屋

外タンク貯蔵所に係る水張検査の代替に関する運用等について」によること。 

(3) 「圧力タンク」とは、最大常用圧力が正圧又は負圧で５．０ｋPa を超える

ものをいうものであること。（昭和５２年３月３０日消防危第５６号） 

(4) タンクの内容積は、「タンクの内容積の計算方法について」により求める

こと。（平成１３年３月３０日消防危第４２号） 

(5) 気密に造るとは、上ぶたを耐油性パッキン及びボルト締め等でタンク本体

と緊結する構造とすることを要し、単なるふたで覆う程度のものは認められ

ない。（昭和５１年４月１５日消防危第５１号） 

(6) 同一の屋外貯蔵タンクに２品名以上を貯蔵するときは、下記によること。

（昭和３７年１２月１７日自消丙予発第１３８号） 

ア 中仕切りの状態は完全区画とする。 

イ 通気管、送受配管、計量装置及び著しく消火困難となる場合の固定消火

使用部位 材料 

アニュラ板 JIS G3106「溶接構造用圧延鋼材」のうちSM400Ｃ又はSM490C 

鋼板 

JIS G3101「一般構造用圧延鋼材」（SS400に係る規格に限る。） 

JIS G3115「圧力容器用鋼板」 

JIS G3114「溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材」 

構造用形鋼 
JIS G3101「一般構造用圧延鋼材」（SS400に係る規格に限る。） 

JIS G3106「溶接構造用圧延鋼材」 

鋼管 

JIS G3452「配管用炭素鋼鋼管」 

JIS G3454「圧力配管用炭素鋼鋼管」（STPG370に係る規格に限る。） 

JIS G3444「一般構造用炭素鋼鋼管」（STK400に係る規格に限る。） 

JIS G3457「配管用アーク溶接炭素鋼鋼管」 

JIS G3460「低温配管用鋼管」（STPL380に係る規格に限る。） 

フランジ 

JIS G3101「一般構造用圧延鋼材」（SS400に係る規格に限る。） 

JIS G3201「炭素鋼鍛鋼品」（SF390A又はSF440Aに係る規格に限る。） 

JIS G4051「機械構造用炭素鋼鋼材」（S20C又はS25Cに係る規格に限る。） 
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設備は、各室ごとに設置する。 

 

８ 溶接部の試験（第１項第４号の２） 

(1) 溶接部の試験 

   各溶接部位に基づく試験方法は下記のとおりである。 

溶接部位 試験方法 

① 側板の縦継手及び水平継手（接液部以外の側板に係る溶接部を除く） 

② 側板の取替工事に係る溶接部 

放射線透過試験 

（危省令２０条の７） 

① 側板とアニュラ板（アニュラ板を設けないものにあっては、底板） 

② アニュラ板とアニュラ板 

③ アニュラ板と底板 

④ 底板と底板 

⑤ 重ね補修に係る側板と側板との溶接継手（接液部に係るものに限る。） 

⑥ 構造上の影響を与える有害な変形がないタンクの底部に係る溶接部

（ぜい性破壊を起こすおそれのないものに限る。）の補修工事のうち、

タンク本体の変形に対する影響が軽微なもの 

磁粉探傷試験 

（浸透探傷試験※１） 

（危省令２０条の８） 

① 接液部以外の側板に係る溶接部（取替え工事に係るものを除く。） 

② 屋根（浮き屋根のものにあっては、その総体とする。）及び浮き蓋の

総体に係る溶接部 

③ ノズル、マンホール等に係る溶接部 

漏れ試験※２加圧漏れ試

験、浸透液漏れ試験等） 

（危省令２０条の９） 

【第４－３表 試験方法表】 

 

(2) 放射線透過試験 

   放射線透過試験の試験箇所は下記のとおりである。（昭和５２年３月３０

日消防危第５６号） 

区分 試験箇所 

側板の厚さ、溶接作業者及び溶接施工方法が同一で

ある縦継手 
延長30ｍ以内ごとに任意の位置から2箇所 

側板厚さ10㎜以下の

縦継手 

最下段 
1の縦継手ごとに任意の位置から1箇所 

2段目以上（接液部） 

側板10㎜を超え25㎜

以下の縦継手 

最下段 
1の縦継手ごとに任意の位置から１箇所及び1の 

縦継手ごとに底板に近い任意の位置から1箇所 

2段目以上（接液部） 
1の縦継手ごとに水平継手との接合箇所及び1の 

縦継手ごとに任意の位置から1箇所 

側板25㎜を超える縦

継手 

最下段 
縦継手のすべての箇所 

2段目以上（接液部） 

【第４－４表 放射線透過試験箇所】 
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(3) 磁粉探傷試験及び浸透探傷試験 

磁粉探傷試験及び浸透探傷試験の試験箇所は下記のとおりである。（昭和

５２年３月３０日消防危第５６号） 

区分 試験箇所 備考 

側板及びアニュラ板(アニュラ板を設けないものにあっ

ては底板)内側の溶接継手 

溶接継手のすべての箇所 

溶接の品質

から判断し

て当該箇所

を増減する

ことができ

る 

アニュラ板相互の突合せ溶接継手 

アニュラ板(側板の内面からタンクの中心部に向かって

張り出しているアニュラ板の幅が1ｍ以下のもの)及び底

板の溶接継手 

底板と底板との溶接継手のうち、3枚重ね溶接継手及び三

重点突合せ溶接継手 

アニュラ板(側板の内面からタンク中心部に向かって張

り出しているアニュラ板の幅が1ｍを超えるもの)及び底

板の溶接継手 

左欄の溶接継手のうち3枚重

ね溶接継手及び三重点突合

せ溶接継手のすべての箇所 

底板と底板との溶接継手のうち底板の横方向の溶接継手

であって、溶接作業者及び溶接施工方法が同一であるも

の 

左欄の溶接継手のうち任意

の位置から1箇所 

ジグ取付け跡で試験を行うことが必要と認められる箇所 左欄の箇所 

ノズル取付部 左欄の箇所 

【第４－５表 磁粉探傷試験及び浸透探傷試験箇所】 

 

(4) 漏れ試験（真空試験、加圧漏れ試験、浸透液漏れ試験） 

   特定屋外貯蔵タンクの漏れ試験は、次のいずれかの方法によること。 

 

試験箇所 試験内容 試験方法 

接液部以外の

側板、屋根及

び浮き蓋、ノ

ズル、マンホ

ール等に係る

溶接部のすべ

ての部分 

真空試験、加

圧漏れ試験、

浸透液漏れ

試験のいず

れか 

真空試験 

真空試験は、真空度を約1/2気圧とし、屋根外面の溶接

継手にあらかじめ塗布された発泡剤が発泡するか否かに

より漏れの有無を検出する 

加圧漏れ

試験 

加圧漏れ試験は、タンク内部に水柱50㎜程度の空気圧

を加えることにより、屋根外面の溶接継手にあらかじめ

塗布された発泡剤が発泡するか否かにより漏れの有無を

検出する 

浸透液漏

れ試験 

浸透液漏れ試験は、浸透液(螢光漏洩試験剤を1万倍か

ら10万倍の水、浸透探傷剤等に溶解したもの)を塗布し、

当該浸透液を塗布した溶接継手の裏面に浸透液が浸透し

てくるか否かにより漏れの有無を検出する 

※ JIS Z 2330「非破壊試験-漏れ試験方法の種類及びその選択」に規定する漏 

れ試験は、「真空試験、加圧漏れ試験、浸透液漏れ試験等」に含まれる。（令 

和２年３月２７日消防危第８９号） 

【第４－６表 漏れ試験方法】 
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(5) 各試験の実施時期及び留意事項（昭和５２年３月３０日消防危第５６号） 

ア 溶接部の試験の実施の時期は、水張試験又は水圧試験の前とすること。た

だし、高張力鋼の溶接継手にあっては溶接が終了した後24時間以上経過した

後とすること。 

イ アニュラ板(アニュラ板を設けない特定屋外貯蔵タンクにあっては底板)と

側板とのタンク内側の溶接継手の溶接部の試験について、水張試験等の後も

実施すること。 

ウ 溶接部の試験は、日本非破壊検査協会が認定した非破壊検査認定技術者又

はこれと同等以上の技能を有する者が行うものとすること。 

エ すみ肉溶接の重ね長さについては、溶接部の試験を行うべき部分に該当す

るものであること。 

 

９ 耐圧、耐風圧構造（第１項第５号）（危省令第２１条） 

(1) 危省令第２１条第１項の「堅固な基礎及び地盤の上に固定」は、支柱を直

接タンクにつけず、タンクに巻いたアングル等につけるか、又は底板の縁を

基礎にボルト等で固定する方法によること。（昭和３５年７月６日自消乙予

発第２号） 

(2) タンクの耐震及び耐風圧構造に係る計算について、「屋外貯蔵タンクの耐

震及び耐風圧構造に係る計算例」は、下記によること。 

屋外貯蔵タンクの耐震及び耐風圧構造に係る計算例 

 

１ 構造計算の基礎 

（１）構造計算の考え方は、まず危告示第４条の２３の規定に基づき算出され

た地震力又は風圧力が、タンクの重心（中心点）にかかるものとし、タン

クを転倒させようとする外力（タンクの重心にかかった地震力又は風圧力

による転倒モーメントをいう。）と、これに抵抗する力（タンク自重によ

る抵抗モーメントをいう。）を求める。 

（２）この結果、抵抗力が転倒力よりも大きい場合は、補強の必要はない。 

  転倒力が抵抗力よりも大きい場合は、ボルト等によりタンクの周囲を基礎

に固定し、ボルトの強度が転倒力によって生ずる応力に耐えうるようにそ

の数及び径（谷径）を決定する。 

（３）ボルトの強度は、引張応力を受ける場合を考慮すればよい。軟鋼の場合

の許容応力は６００～１，５００㎏/㎠であるが、この場合１，０００㎏/

㎠程度とするのが妥当である。 

２ 計算例 

  この計算例は、最も一般的な方法によったものであるが、その考え方及び

計算内容に間違いがなければ、他の方法によることができる。 
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《想 定》 

（１）タンクの構造 

  側板の高さ   h : 9.14m 

  タンクの直径  d : 3.4m 

  固定ボルト間の直径 D : 3.54m 

  板厚 底・側板 : 6 ㎜ 

     屋 根 板 : 3.2 ㎜ 

 
（２）貯蔵危険物 ベンゾール 

  《計算方法》 

  ア 風圧力に対する計算 

     タンク１㎡あたりの風圧力 Pは 

    P = 0.7×60√￣ = 0.7×60√￣￣ ≒ 127 ㎏ 

         風圧力による転倒モーメント Mw は 

    Mw = Pw×h/2 = 3,946×9.14/2 = 3,946×4.57 ≒ 18,000kgm 

     タンクに対する風圧力 Pw は 

    Pw = P×h×d 

        Pw = (0.7×60√￣) ×h×d 

         転倒に対するタンク自重の抵抗モーメント Rw は 

    Rw = Wt×D/2(Wt:タンク自重) 

    Wt =（屋根板の重量）＋（底板の重量）＋（側板の重量） 

      =（πr ×t×s）＋（πr ×t×s）＋（2πr×h×t×s） 

        =（3.14×1.7 ×0.006×7.8）＋（3.14×1.7 ×0.0032×7.8） 

       ＋（2×3.14×1.7×9.14×0.006×7.8） 

      ≒（0.426）＋（0.228）＋（4.570）= 5.224 ㌧ = 5,224 ㎏ 

     π：3.14    r：半径  t：板厚  s：鉄の比重 7.8 

     屋根板は、平板として計算する。 

    Rw = Wt×D/2 = 5,224×3.54/2 = 5.224×1.77≒9,246kgm 

        ∴Mw = 18,000kgm＞Rw = 9,246kgm 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

h h/2 

d 

D 

● 

h 9.14 

h 

2 2 

2 2 
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     したがって、このタンクは補強しないと転倒のおそれがある。 

  イ 風圧力に対する補強ボルト 

    転倒モーメント Mw によって生ずるボルト１本当たりの荷重（引張応

力）Fは 

    F = 1/N(4Mw/D-Wt)  （N：ボルトの数） 

    = 1/8(4×18,000/3.54-5,224) ≒ 1,890 ㎏/㎠ 

     ボルトの谷径の必要断面積 aは 

    a = F/Qt  （Qt = 許容引張応力 1,000 ㎏/㎠とする。） 

    = 1,890/1,000≒1.9 ㎠ 

     断面積 1.9 ㎠のボルトの直径 d b は 

    d b = √￣￣ = √￣￣￣￣ ≒1.55 ㎝ 

        （d b = 1.128√￣でも可） 

    以上の結果、谷径が 1.55 ㎝より大きいボルト８本で固定すればよい

こととなる。 

  ウ 地震力に対する計算 

    水平力 Pe は 

   Pe = W×K  （K：水平震度 0.3） 

（危告示第４条の２０第２項第１号により求める。） 

   W = Wt＋Wo 

（Wt：タンク自重 Wo：貯蔵危険物の重量 ベンゾール比重 0.88） 

     = 5,224＋（貯蔵量×比重） 

    = 5,224＋（83,200×0.88）（貯蔵量は空間容積を５％として算定し

た） 

    = 5,224＋78,200 = 78,424 ㎏ 

   Pe = W＋K = 78,424×0.3≒23,490 ㎏ 

    地震による転倒モーメント Me は 

   Me = Pe×h/2 = 23,490×4.57≒10,735kgm 

       転倒に対する自重の抵抗モーメント Re は 

   Re = W×D/2 = 78,424×1.77≒138,810kgm 

      ∴Me = 10,735kgm＜Re = 138,810kgm 

    したがって、このタンクは地震力に対する補強は必要としない。この

算定は、貯蔵状態として行ったものであるが、タンクが空の場合もほぼ

同様の比率が得られるものと考えて良い。 

  エ 地震力に対する補強ボルト 

    Me＞Re となった場合、Me によって生ずるボルト１本あたりの荷重（引

張応力）Fは 

   F = 1/N(4Me/D-W) 

a 

4a/π 4×1.9/3.14 
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   で求められる。 

   N：ボルトの数 

   W：総自重、ただしタンクが空の場合の計算は、タンク自重 Wt とする。 

   以下イの「風圧力に対する補強ボルト」の例により算定する。 

 

(3) 「支柱」とは、例えば架台式タンクの架台等でタンクの荷重を受ける部分

をいうものであること。 

(4) 「鉄筋コンクリート造、鉄骨コンクリート造その他これらと同等以上の耐

火性能を有するもの」として、次のようなものがあること。（昭和４０年１

０月２６日自消乙予発第２０号） 

ア 鉄骨を、塗厚さが４０㎜（軽量骨材を用いたものについては３０㎜）以

上の鉄網モルタル、厚さが５０㎜（軽量骨材を用いたものについては４０

㎜）以上のコンクリートブロック又は厚さが５０㎜以上のれんが若しくは

石で覆ったもの 

イ 鉄骨を厚さが３０㎜以上の吹付岩綿で覆ったもの（建基法に基づく１時

間耐火以上の個別指定を受けているものに限る。） 

 

１０ 異常内圧放出（放爆）構造（第１項第６号） 

(1) 「内部のガス又は蒸気を上部に放出することができる構造」は、次のいず

れかによること。 

ア 屋根板を側板より薄くし、屋根の補強材等に接合しないこと。 

イ 屋根板と側板との接合は、側板相互間及び側板と底板との接合より弱い

もの（片面溶接等）とすること。 

ウ 異常上昇内圧を放出するために十分な放出面積を有する局部的に弱い接

合部分をタンク上部に設けること。 

(2) 固定屋根付き浮き屋根式タンクの固定屋根取り付け方法は、放爆構造とす

る（昭和４８年８月２日消防予第１１８号） 

 

１１ 外面塗装（第１項第７号） 

(1) 塗料の種類 

屋外貯蔵タンクは鋼板により造られることから、鋼板において発生しやす

い腐食に対処するため、その進行の低減を目的として外面塗装が必要となっ

ている。一般的に用いられる塗料としては、フタル酸樹脂塗料、塩化ゴム塗

料、エポキシ塗料、亜鉛塗料等がある。 

ステンレス鋼板その他腐食し難い材料で造られているタンクについては、

さび止めのための塗装を要しないものとして差し支えない。（平成１０年３

月１６日消防危第２９号） 
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(2) 屋外貯蔵タンクの外表面及び配管等にウレタンフォーム、電気加熱等によ

り保温施工する場合は、以下の通知を参照すること。 

ア 屋外タンク等の保温材について（昭和４３年４月２３日消防予第１２７

号） 

イ 危険物屋外タンク等の保温材について（昭和４３年７月２３日消防予第

１７４号） 

ウ 屋外貯蔵タンク断熱材の保護として防水シール材のエプター使用につい

て（昭和４５年１１月２５日消防予第２３７号） 

エ 原油貯蔵タンクの保温材について（昭和４７年２月１０日消防予第５６

号） 

オ 屋外貯蔵タンク及び配管の電気加熱保温について（昭和４９年１月８日

消防予第１９号） 

カ フェノール樹脂によるタンクの保温施設の設置について（昭和５１年１

２月２４日消防予第１１９号） 

キ 保温材としてウレタンフォームを使用する屋外タンク貯蔵所の取扱いに

ついて（昭和５１年９月３日消防危第５１号） 

ク 特殊加熱テーブルによる電気加熱保温設備の設置について（昭和５５年

１０月１５日消防危第１２６号） 

 

１２ 底板の防食（第１項第７号の２）（危省令第２１条の２） 

(1) 底部の外面の防食措置 

底板が地盤面に接して設けられる屋外貯蔵タンクの底板外面にあっては、

腐食が生じやすい環境であるにもかかわらず、適切な施工が非常に困難であ

り、また随時補修を行うこともできないので塗装による腐食措置を講ずるの

ではなく、アスファルトサンド等の防食材料を底板下に敷設すること（オイ

ルサンドは含まれない）、又は電気防食措置を講じることとすること。いず

れの場合も底板外面全面に、一様な防食機能を付与すること。 

   タンクの底板下への雨水の浸入防止を図るために、底板を地盤面下に接し

て設けられた貯蔵タンクにあっては、当該タンクの底部のアニュラ板等の外

側張出し部へ雨水浸入防止用の措置（雨水シール）を講じること。（昭和５

４年１２月２５日消防危第１６９号） 

(2) 底板外面の防食措置例 

屋外貯蔵タンクの底板外面の防食措置例は、次を参考にすること。 

ア アスファルトサンド防食例 

(ｱ) アスファルトサンドの材料 

アスファルトサンドの材料は、次に掲げるもの又はこれと同等以上の

防食効果を有するものを適当に配合したものを使用すること。 
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ａ アスファルト 

ブローンアスファルト針入度１０～４０（２５℃、１００ｇｒ５ｓ） 

又はストレートアスファルト針入度８０～１００（２５℃、１００ｇ

ｒ５ｓ）とすること。 

ｂ 骨 材 

比較的均一な良質砂を使用し、腐食を助長させるような物質を含ま

ないものとすること。 

ｃ 石 粉 

アスファルトを安定させるために用いるフィラーには、石灰石等を微 

粉砕した石粉を用いること。粒度は０．０７５㎜ふるいで通過率７５％ 

以上のものが望ましい。 

(ｲ) 配合割合、混合加熱時間 

ａ アスファルトと骨材 

          次式より求められる骨材の間隙率から算出し、更に過剰アスファルト

量として５％以下の範囲で加えることができる。 

        Ｖ＝（１－ｄ／Ｄ）×１００ 

        Ｖ：間隙率（％） Ｄ：骨材の理論密度（ｇ／c㎥ ） ｄ：骨材の締固 

め強度（ｇ／c㎥ ） 

ｂ アスファルト石粉 

          アスファルトに対する石粉の混合重量比は、０．６～１．８の倍率で

行い、気温変化等に応じて適宜決定する。 

ｃ 配合割合の例 

          アスファルトサンドの施工厚さ５ｃｍ、１０ｃｍの場合の配合割合の 

例を示す。（１㎡当たり） 

施工厚さ ５ｃｍ １０ｃｍ 

アスファルト ８ｋｇ １６ｋｇ 

骨材（良質砂） ０．０５㎥ ０．１０㎥ 

石 粉 １０ｋｇ ２０ｋｇ 

ｄ 配合加熱時間 

          アスァルトの溶融及び骨材、石粉の加熱は均一に行い、できるだけ速

やかに混合温度に到達させ、長時間加熱による品質低下のないように十

分管理する。 

アスファルトの溶融許容最高温度は、２５０℃とし、加熱許容時間の

目安は、２００℃未満の場合３６時間、２００℃以上の場合２４時間程

度である。 

(ｳ) 施工方法 

ａ タンク敷設基礎地盤面は、アスファルトサンド敷設前に十分整地され、



第 4-14 

 

堅固な基礎に仕上げられている必要がある。 

ｂ 施工範囲は、タンク側壁から６０㎝程度までとする。 

ｃ 施工厚さは５㎝以上とし、硬化前に転圧し、仕上げること。 

ｄ 底板の外周部は、コンクリートモルタル、アスファルト等により防水

の措置を行い、底板外面に水分が浸入しない構造とすること。 

ｅ 表面の仕上げ精度は、告示第４条の１０第６号の規定に準じる。 

 

【第４－２図 雨水浸入防止措置及びアスファルトサンド防食の例】 

    

 イ 電気防食の例 

  (ｱ) 流電陽極方式 

異種金属間の電位差を利用して防食電流を得る方式のもので、流電陽

極としては鉄より電位の低い金属（アルミニウム、マグネシウム、亜鉛

等）が使用される。防食電流の流出に伴い陽極は、消耗するもので、防

食年限に応じた大きさのものを埋設する必要がある。 
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【第４－３図 流電陽極方式】 

 

  (ｲ) 外部電源方式 

     直流電源を設け、その陽極に接続された不溶性電極（高珪素鉄、黒鉛、

磁性酸化鉄等）から土壌を通じて陰極に接続された防食タンクに連続し

て防食電流を供給する方式 

 

G.L 

流
電
陽
極 

タンク（被防食体） 

防食電流 

接続箱 
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【第４－４図 外部電源方式】 

 

１３ 通気管、安全装置（第１項第８号）（危省令第２０条第１項、第１９条） 

タンク内部の圧力を適正に保つことによりタンクの構造安全性を確保す

るとともに、危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合における作業上の安全性

を確保する目的で定められたものである。また、圧力タンク以外のタンク

では、危険物の出し入れの際及び日照等を受けた際に内圧の変動を生じる

ことがあり、そのために圧力調節の確実な通気管を設けることとされてい

る。 

(1) 第四類の危険物の屋外貯蔵タンクの無弁通気管は、直径３０㎜以上である

こととされているが、貯蔵している危険物の揮発性、タンクの構造、大きさ、

危険物の受け払い速度、量等により適切な直径のものを適当な数だけ設ける

必要がある。また、通気管の構造は、雨水の浸入を防ぐため先端を下方に曲

げるほか、引火防止措置（高引火点危険物を１００度未満の温度で貯蔵又は

取り扱うものは除く）としてその内部に細目の銅網等を設けることとしてい

るが、この網目の大きさは、４０メッシュを基本とし、引火防止の観点から

はこれより細かいものとすること。なお、銅網等の設置部分は、維持管理上

取り外しが容易にできる構造とすること。 

(2) 大気弁付通気管は通常アトモスバルブと呼ばれるもので、大気に対しプラ

ス・マイナス水柱５００㎜以下の圧力差で作動しなければならないものとす

る。また、有効面積等は無弁通気管同様目的に適するものとし、設置数を考

G.L 

不
溶
性
陽
極 

タンク（被防食体） 

防食電流 

接続箱 
直流電源装置 

＋ − 
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慮すること。 

(3) 圧力タンクには、所要の圧力を保持するとともに、圧力の上昇又は低下が

生じた場合にこれらを調整することができる安全装置を設けること。 

  安全装置の例としては、下記があげられる。ただし、破裂板については、

危険物の性質により安全弁の作動が困難である加圧設備に限って用いるこ

とができる。 

ア 自動的に圧力の上昇を停止させる装置 

イ 減圧弁で、その減圧側に安全弁を取り付けたもの 

ウ 警報装置で、安全弁を併用したもの 

エ 破裂板 

 

１４ 自動表示装置（第１項第９号） 

(1) 「危険物の量を自動的に表示する装置」とは、フロート式、空気送入式、

エアパージ式、圧力式、ガラスゲージ式、連通管式等があるが、ガラスゲー

ジ式及びガラス管等を使用した連通管式は保安上あまり好ましくない。（昭

和３７年４月６日自消丙予発第４４号） 

(2) 自動表示装置は、次のいずれかにより設置を指導するものとする。 

 ア 気密とし、又は蒸気がたやすく発散しない構造とした浮子式計量装置 

 イ 電気作動方式、圧力作動方式又はラジオアイソトープ利用方式による自動

計量装置 

 ウ ガラスゲージを用いる場合は、次によること。 

  (ｱ) 原則として、第４類の危険物のうち、引火点が４０℃以上の危険物（た 

だし、引火点以上で貯蔵する場合は除く。）とすること。 

(ｲ) 金属管で保護した硬質ガラス等で造られ、当該ガラスゲージが破損した

際に危険物の流出を自動的に停止できる装置（ボールチャッキ入り自動停

止弁等）を設けること。 

(3) タンクと注入口が著しく離れている、又は注入口の位置において計量装置の

確認が不可能なタンクにあっては、計量装置の位置と注入口の位置に連絡装置

等（専用電話、液位指示警報器等）を設けるものとすること。 

 

１５ 注入口（第１項第１０号）（危省令第１８条第２項） 

(1) 注入口は、タンクとの距離に関係なくタンクの付属設備として規制するこ

と。 

(2) 注入口は、防油堤内に設けること。 

  ただし、下記の場合にあっては、この限りでない。 

ア 注入口直下に危険物が飛散しないように、貯留設備や受け皿等を設ける

こと。 
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 イ 車両等の衝撃から防護する措置を講じること。 

 ウ 下記(3)によること。 

(3) 「火災の予防上支障のない場所」は、次によること。 

 ア 可燃性の蒸気が滞留するおそれのある場所（階段、スロープ、ドライエ

リア等の付近の場所）以外の屋外の場所であること。 

イ 周囲に火気を取り扱う設備等がない場所であること。 

(4) 「ガソリン、ベンゼンその他静電気による災害が発生するおそれのある液

体の危険物」とは、引火点が７０℃未満の非水溶性液体の危険物等をいうも

のであること。 

(5) 「静電気を有効に除去するための接地電極」は、次により設けること。 

ア 接地抵抗値は、おおむね１，０００Ω以下であること。 

イ 接地導線は、機械的に十分な強度を有する太さのものとすること。 

ウ 接地端子は、移動貯蔵タンクの接地導線と有効に接続ができる構造とし、

取付箇所は、可燃性の蒸気が漏れ、又は滞留するおそれのある場所以外と

すること。 

エ 接地端子及び接地極板は、銅などの導電性及び耐腐食性のある金属を用

いること。 

オ 接地端子の取付箇所には、「移動貯蔵タンク接地端子」等と表示するこ

と。 

(6) 注入口に設ける掲示板は、次によること。 

 ア ２以上の注入口が１箇所に群をなして設けられる場合の注入口である旨

の掲示板は、当該注入口群に一の掲示板を設けることをもって足りるもの

であること。（昭和４０年１０月２６日自消乙予発第２０号） 

   この場合において、各注入口から注入される危険物の品名と受入側のタ

ンクが掲示板の表示により識別できるような措置（注入口に番号を付し、

掲示板の品名欄には各注入口別の品名及び関係するタンク番号等を記載す

る等の措置）を講じること。 

 イ 「市町村長等が火災の予防上当該掲示板を設ける必要がないと認める場

合」とは、注入口がタンクの直近にあり、当該タンクの注入口であること

が明らかである場合、又は関係者以外のものが出入りしない場所に注入口

がある場合等をいうものであること。（昭和４０年１０月２６日自消乙予

発第２０号） 

 

１６ ポンプ設備（第１項第１０号の２）（危省令第２１条の３） 

(1) ポンプ設備は、屋外タンク貯蔵所の一部分であることから、当該屋外タン

ク貯蔵所の保有空地内に設けることは差し支えないこと。ただし、防油堤内

に設けないよう指導すること。（昭和４０年１０月２６日自消乙予発第２０
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号）  

(2) ポンプ設備の周囲空地（３m 以上）内に当該ポンプ設備の属する屋外タン

ク貯蔵所のタンク、防油堤等が設けられていても差し支えないものであるこ

と。例えば、タンクの保有空地の幅が３m 以上の場合にあっては、タンクと

ポンプ設備との間の距離は１m 以上あればよいこと。（昭和４０年１０月２

６日自消乙予発第２０号） 

(3) 「防火上有効な隔壁を設ける場合」とは、次のいずれかによること。 

ア ポンプ設備を屋外の場所に設ける場合は、空地を保有することができな

い部分に高さ２m以上の防火上有効な隔壁を設けること。 

イ ポンプ設備をポンプ室内に設ける場合、空地を保有することができない

部分の外壁については、開口部のない防火上有効な隔壁を設けること。 

(4) 「市町村長等が火災の予防上当該掲示板を設ける必要がないと認める場

合」とは、ポンプ設備がタンク直近にあり、当該タンクのポンプ設備である

ことが明らかである場合、又は関係者以外のものが出入りしない場所にポン

プ設備がある場合等をいうものであること。（昭和４０年１０月２６日自消

乙予発第２０号） 

(5) ２以上のタンクに係るポンプ設備の規制上の取扱いについては、次による

こと。 

 ア ２以上のポンプ設備が１箇所に群をなして設置される場合は、当該２以

上のポンプ設備の群をもって、一のポンプ設備とすること。したがって、

当該ポンプ設備は、その属するすべてのタンクのポンプ設備としての性格

を有することとなるので、その属するどのタンクの保有空地内に置くこと

も可能であり、また、どのタンクとの距離もタンクの保有空地の幅の３分

の１以上でなければならないこと。この場合、設置、変更の許可等の取扱

いについては、出火危険又は容量等から判断して主たるタンクのポンプ設

備として規制すること。（昭和４０年１０月２６日自消乙予発第２０号） 

イ 一のポンプ設備で２以上の屋外タンク貯蔵所に兼用される場合は、同一

の品名のものに限り認められるものであること。この場合、設置、変更の

許可等の取扱いについては、出火危険又は容量等から判断して主たるタン

クのポンプ設備として規制すること。 

ウ ポンプ設備に掲げる掲示板は、各ポンプを通過する危険物の品名と受入

側又は送り先のタンクが掲示板の表示により識別できるような措置（ポン

プに番号を付し、掲示板の品名欄には、各ポンプ別の品名及び関係するタ

ンク番号等を記載する等の措置）を講じること。 

(6) ポンプ室は、次によること。 

 ア 屋根は、「第２ 製造所の基準６」の例によること。 

イ 貯留設備は、予想される危険物の流出量に応じた大きさとするとともに、



第 4-20 

 

「第２ 製造所の基準８」の例によること。 

ウ 換気設備及び可燃性蒸気等の排出設備は、「第２ 製造所の基準１０及

び１１」の例によること。 

(7) ポンプ室以外の場所に設けるポンプ設備の周囲に設けられる「高さ０．１

５m 以上の囲い」及び油分離装置は、「第２ 製造所の基準１２及び１３」

の例によること。 

 

 

(8) ポンプ及びこれに付属する電動機の周囲には、点検、修理のための空間を

確保すること。 

 

１７ 弁（第１号第１１号） 

(1) 「屋外貯蔵タンクの弁」には、元弁及び元弁以外の弁も含まれるものであ

ること。 

(2) 弁の材質として鋳鋼（JIS B2071）以外のものを用いる場合は、次に掲げ

る規格に適合するもの又はこれらと同等以上の機械的性質を有するものと

すること。（平成元年７月４日消防危第６４号） 

 ア JIS G5702 黒心鍛鋳鉄品第３種（FCMB35） 

イ  JIS G5702 黒心鍛鋳鉄品第４種（FCMB37） 

ウ  JIS G5502 球状黒鉛鋳鉄品第１種（FCD40） 

エ  JIS G5502 球状黒鉛鋳鉄品第２種（FCD45） 

オ  JIS G5121 ステンレス鋼鋳鋼品（SCS） 

カ  JIS G3201 炭素鋼鍛鋼品（SF） 

ポンプ設備 

油
分
離
装
置 

貯留設備 

高さ０．１５m以

上 

の囲い 

床には貯留設備

に導く傾斜を設

ける 

【第４－５図 屋外のポンプ設備の例】 

】 
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(3) 緊急遮断弁 

ア 対象タンクは液体の危険物を貯蔵する容量１０，０００ＫＬ以上の屋外

貯蔵タンクとすること。 

イ 取付け位置は、危険物を移送するための配管とタンクとの結合部分の直

近とすること。 

ウ  設置対象配管は次のとおりとすること。 

(ｱ)  危険物の受け払い配管 

(ｲ)  危険物をミキシングするための配管 

(ｳ)  バイパス配管、リターン配管 

(ｴ)  その他危険物を移送するための全ての配管 

エ  緊急遮断弁の操作機構は次のとおりとすること。 

(ｱ)  非常の場合に遠隔操作により閉鎖する機能を有すること。 

(ｲ)  予備動力源が確保されていること。（液圧・気圧・電気・ばね等） 

オ  遠隔操作を行う場所は防油堤外であり、かつ、予想される危険物の大量

流出に対して十分に安全な場所であること。 

カ  緊急遮断弁の設置を要しない配管の構造は、次のとおりとすること。（平

成１０年３月２０日消防危第３１号） 

(ｱ)  受入専用配管とタンク結合部分の直近に逆止弁が設置され、配管が破

断した場合においても、タンクから配管側に流れ得ない構造のもの。 

(ｲ)  タンク屋根部など、タンクの最高液面より上部の位置から配管が出て

おり、配管が破断した場合においても、タンクから配管側に流れ得ない構

造のもの。（単に、配管が屋根部など、液面より上部の位置にあるだけの

ものは該当しない。） 

(ｳ)  水切り配管等、操作頻度が少ない配管であって使用時に係員がバルブ

直近に配置され、緊急時に速やかに閉止操作が確実に行い得るもの。 

(ｴ)  電動弁（コントロール弁等）の自動バルブで予備動力源が確保されて

いるもの。 

 ただし、操作は上記 オ に示す場所であること。 

 

１８ 水抜管（第１項第１１号の２）（危省令第２１条の４） 

    水抜管は、貯蔵している危険物の種類やタンクの構造によってはタンク

底部に水が溜まることがあるので、これを除去するための設備として設け

るものである。したがって、すべてのタンクではなく必要に応じて設けら

れるものである。 

    タンク底部を基礎・地盤面に接して設けるものにあっては、地震等の際

にタンクの挙動により水抜管とタンク結合部分が破損しないよう、水抜管
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及びドレンピットをタンク底部に設けないよう指導すること。ただし、水

抜管をタンクの底板に設けてもタンクと水抜管の結合部分が地震等の影響

により損傷を受けるおそれがないと判断される場合には、タンクの底板に

水抜管を設けることができるとされている。これに該当する例としては、

支柱で支えられたタンクのようにタンクの底板と地盤面との間に相当の隙

間がある場合等があるもの。（昭和５８年９月２９日消防危第８９号） 

 

１９ 配管（第１項第１２号、第１２号の２、第１２号の３） 

(1) 緩衝装置 

ア 配管とタンクとの結合部分に損傷を与えないための措置として可撓管継

手を使用する場合は、次によること。（昭和５６年３月９日消防危第２０

号） 

(ｱ) 可撓管継手は、原則として最大常用圧力が１ＭＰａ以下の配管に設け

ること。 

(ｲ) フレキシブルメタルホース、ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手等

軸方向の許容変位量が極めて小さい可撓管継手は、配管の可撓性を考慮

した配管の配置方法との組合せ等により、地震時における軸方向変位量

を吸収できるよう設置すること。【第４－６図 配管の屈曲による軸方

向変位量の吸収措置例】 

(ｳ) ベローズを用いる可撓管継手は、移送する危険物の性状に応じて腐食

等のおそれのない材質のべローズを用いたものであること。 

(ｴ)可撓管継手の設置は、次によること。 

ａ 可撓管継手は、圧縮又は伸長して用いないこと。 

ｂ 可撓管継手は、当該継手にねじれが生じないよう取り付けること。 

ｃ 可撓管継手は、当該継手の自重等による変形を防止するため、必要

に応じ、適切な支持架台により支持すること。 

ｄ 可撓管継手は、温度変化等により配管内の圧力が著しく変動するお

それのある配管部分には設けないこと。 
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【第４－６図 配管の屈曲による軸方向変位量の吸収措置例】 

 

イ 可撓管継手に関しては、「可撓管継手の設置等に関する運用基準につい

て（昭和５６年３月９日消防危第２０号）」に示されている可撓管継手に

関する技術上の指針に適合すること。 

ウ 可とう管継手については、（財）日本消防設備安全センターにおいて基準

に係る適合性を確認した認定品がある。認定品については、下表のラベルが

添付されている。 

フレキシブルメタルホース型 
呼経２５０以下 黒文字 

 

呼経３００以下 青文字 

ユニバーサル式ベローズ形伸縮管

継手 

呼経４００以下 赤文字 

呼経４５０以下 緑文字 

 

(2) 緊急遮断弁 

緊急遮断弁は次のとおりとする。（平成１０年３月２０日消防危第３１号） 

ア 緊急遮断弁の取付け位置 

緊急遮断弁の取付け位置は、液体の危険物を移送するための配管とタン

クとの結合部分の直近であること。なお、危険物を移送するための配管と

は、危険物の受け払いのための配管はもとより、危険物をミキシングする

ための配管、バイパス配管など危険物が配管内を移送されるすべての配管

を意味しているものであること。 
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イ 緊急遮断弁の操作機構 

緊急遮断弁の操作機構には、遮断弁の構造に応じて、液圧、気圧、電気

又はバネ等を予備動力源として用いることを要求しているものであり、い

ずれも停電等主動力が使用不能になった場合においても、これらの予備動

力源によって弁が閉鎖できる機能を有することを意味しているものである

こと。 

ウ 緊急遮断弁の遠隔操作を行う場所 

緊急遮断弁の遮断操作を行う場所は、当該タンクの防油堤外にあり、か

つ、予想される危険物の大量流出に対して十分安全な場所であること。 

エ 緊急遮断弁の設置を要しない配管の構造 

次のような配管の構造を有する場合においては危政令第２３条を適用し、

緊急遮断弁の設置は要しないものであること。 

(ｱ) 配管とタンクとの結合部分の直近に逆止弁が設置され、配管が破断し

た場合においても、タンクから配管側に危険物が流れ得ない構造。 

(ｲ) タンク屋根部など、当該タンクの最高液面より上部の位置から配管が出

ており、配管が破断した場合においても、タンクから配管側に危険物が流

れ得ない構造。 

(3) その他 

容量１万キロリットル以上の特定屋外貯蔵タンクに接続するサンプリン

グ配管、ドレン配管等は使用時に必ず係員がバルブ直近に配置されるので、

危険物を移送する配管以外の配管とみなしてよい。（平成１１年６月１５日

消防危第５８号） 

 

２０ 電気設備（第１項第１３号） 

   「第２ 製造所の基準１８」の例によること。 

 

２１ 避雷設備（第１項第１４号）（危省令第１３条の２の２） 

(1) 「周囲の状況によって安全上支障がない場合」については、「第２

製造所の基準２０」の例によること。なお、屋外貯蔵タンク本体を受

雷部システムとして利用することは、差し支えない。（平成１７年１月

１４日消防危第１４号） 

(2) JIS A4201「建築物等の雷保護」では、接地極の材料として銅板、溶融亜

鉛メッキ鉄板等を定めているが、次に掲げる場合のようにタンクと接地極の

相互が電気的に接続されているときは、タンク側板（鋼板）の腐食を防止す

るため、接地極の材料として銅板を使用せず、溶融亜鉛メッキ鉄板等の鉄よ

りもイオン化傾向の大きいものを使用するよう指導すること。 

 ア タンク側板を突針部に代えている場合 
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イ 独立避雷針の接地極とタンクとが架台等を通じ、電気的に接続されてい

る場合 

 

２２ 防油堤（第１項第１５号）（危省令第２２条） 

(1) 屋外タンク貯蔵所に設ける鉄筋コンクリート、盛土等による防油堤の構造

は、次に示すとおりとする。（昭和５２年１１月１４日消防危第１６２号） 

ア 荷重 

防油堤は、次に示す荷重に対して安定で、かつ、荷重によって生ずる応力

に対して安全なものであること。 

(ｱ) 自重 

自重の算出には、次の表に示す単位重量を用いること。 

材   料 単位重量（ｋＮ／㎡） 材   料 単位重量（ｋＮ／㎡） 

鋼・鋳鋼 ７７．０ アスファルト舗装 ２２．５ 

鉄筋(P･S)コンクリ

ート 

２４．５ 砂・砂利・砕石 １９．０ 

コンクリート ２３．０ 土 １７．０ 

セメントモルタル ２１．０   

        ※ この値は、平均的なものであるから、現地の実状に応じて増減する 

ことができる。 

【第４－７表 自重の算出表】 

 

(ｲ) 土圧 

土圧は、クーロンの式により算出すること。 

(ｳ) 液圧 

ａ 液圧は、次式により算出するものとすること。 

Ｐｈ＝Ｗo×ｈ（ｋＮ／㎡） 

           Ｐｈ：液面より深さｈ（ｍ）のところの液圧（ｋＮ／㎡） 

           Ｗo：液の単位体積重量（ｔ／㎥） 

ｈ：液面よりの深さ（ｍ） 

ｂ 液重量及び液圧は、液の単位体積重量を９．８ｋＮ／㎥として算出す

ること。ただし、液の比重量が９．８ｋＮ／㎥以上の場合は、当該液の

比重量によるものとすること。 

(ｴ) 地震の影響 

ａ 地震の影響は、次の(a)から(c)を考慮するものとする。 

(a) 地震時慣性力 

(b) 地震時土圧 
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(c) 地震時動液圧 

ｂ 地震の影響を考慮するにあたっての設計水平震度は、次式により算出

すること。 

         Ｋｈ＝０．１５α×υ１ ・υ２ 

      Ｋｈ：設計水平震度 

          υ１：地域別補正係数は、１．００とすること。（告示第４条の２ 

０第２項表イ） 

          υ２：地盤別補正係数は、【第４－８表】によること。（告示第４条

の２０第２項表ロ） 

          α  ：補正係数で、１．０とすること。ただし、防油堤内に液が存す

る場合は０．５とする。  

ｃ 地震時動液圧は、地表面以上に作用するものとし、次式により算出す

すること。 

Ｐ＝７／１２・Ｋｈ×Ｗｏ×ｈ２ 

          ｈｇ＝ ２／５ｈ 

          Ｐ ：防油堤単位長さ当たり防油堤に加わる全動液圧（ｋＮ／ｍ） 

          Ｗｏ：液の単位体積重量（ｋＮ／㎥） 

          ｈ  ：液面よりの深さ（液面から地表面までとする。）（ｍ） 

          ｈｇ：全動液圧の合力作用点の地表面からの高さ（ｍ） 

地  盤  の  区  分 
地盤別補正

係数 

第３紀以前の地盤（以下この表において「岩盤」という。）又は岩盤

までの洪積層の厚さが１０ｍ未満の地盤 
１．５０ 

岩盤までの洪積層の厚さが１０ｍ以上の地盤又は岩盤までの沖積層の

厚さが１０ｍ未満の地盤 
１．６７ 

岩盤までの沖積層の厚さが１０ｍ以上２５ｍ未満であって、かつ、耐

震設計上支持力を無視する必要があると認められる土層の厚さが５ｍ

未満の地盤 

１．８３ 

その他の地盤 ２．００ 

【第４－８表 地盤別補正係数υ２表】 

 

(ｵ) 照査荷重 

照査荷重は、２０ｋＮ／㎡の等分布荷重とし、防油堤の高さに応じ地

表面から防油堤の天端までの間に、地表面と平行に載荷するものとする

こと。ただし、防油堤の高さが３ｍをこえるときは、地表面から３ｍの

高さまで載荷すればよいものとする。 
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(ｶ) 温度変化の影響 

温度変化の影響を考慮する場合、線膨張係数は、次の値を使用するも

のとすること。 

鋼構造の鋼材：１２×１０－６／℃ 

コンクリート構造のコンクリート、鉄筋：１０×１０－６／℃ 

イ 材料 

材料は、【第４－９表】の品質の確かめられたものであること。 

材料 品質 

セメント 
ＪＩＳ Ｒ５２１０「ポルトランドセメント」及びこれと

同等以上の品質を要するものであること。 

水 

油、酸、塩類、有機物等コンクリートの品質に悪影響を与

える有害物質を含んでいないこと。また、海水は用いないこ

と 

骨材 

最大寸法は、２５㎜を標準とし、清浄、強硬、かつ、耐久

的で適当な粒度を有し、コンクリートの品質に悪影響を与え

る有害物を含んでいないこと。 

鉄筋 
ＪＩＳ Ｇ３１１２「鉄筋コンクリート用棒鋼」に適合す

るものであること 

鋼材 

ＪＩＳ Ｇ３１０１「一般構造用圧延鋼材」及びＪＩＳ 

Ｇ３１０６「溶接構造用圧延鋼材」に、鋼矢板は、ＪＩＳ 

Ａ５５２８「鋼矢板」に適合するものであること。 

ＰＣ鋼材 

ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線は、ＪＩＳ Ｇ３５３６「ＰＣ

鋼線及びＰＣ鋼より線」に、ＰＣ鋼棒は、ＪＩＳ Ｇ３１０

９「ＰＣ鋼棒」に適合するものであること。 

【第４－９表 材料表】 

 

ウ 許容応力度 

部材は、コンクリート、鋼材の作用応力度がそれぞれの許容応力度以下に

なるようにすること。 

(ｱ) コンクリートの許容応力度 

ａ コンクリートの設計基準強度及び許容応力度は、【第４－１０表】に

よるものであること。 
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 鉄筋コンクリート 

(Ｎ／ｍ㎡ ) 

プレストレストコンクリート 

(Ｎ／ｍ㎡ ) 

設計基準強度（σｃｋ） ２１ ４０ 

許容曲げ圧縮応力度（σｃａ） ７ １３ 

許容せん断応力度（τａ） ０．７ １ 

【第４－１０表 コンクリートの許容応力度】 

 

ｂ 許容支圧応力度は、０．３σｃｋ以下とすること。ただし、支圧部分

に補強筋を入れる場合は、０．４５σｃｋ以下とすることができる。 

ｃ プレストレストコンクリートの許容引張応力度は、１．５Ｎ／㎟以下

とすること。ただし、地震時及び照査荷重作用時に対しては、３Ｎ／㎟

まで割増することができる。 

(ｲ) 鉄筋の許容引張応力度は、【第４－１１表】によること。 

材         質 許容引張応力度 Ｎ／ｍ㎡ 

ＳＲ２３５ １４０ 

ＳＤ２９５A  ＳＤ２９５B １８０ 

ＳＤ３４５ ２００ 

【第４－１１表 鉄筋の許容引張応力度】 

 

(ｳ) 鋼材の許容応力度は、【第４－１２表】【第４－１３表】によること。 

許 容 引 張 応 力 度 １４０Ｎ／ｍ㎡ 

許 容 圧 縮 応 力 度 １４０    〃 

許 容 曲 げ 応 力 度 １４０    〃 

許 容 せ ん 断 応 力 度             ８０    〃 

【第４－１２表 一般構造用圧延鋼材（ＳＳ４００）】 

 

種    別 許容応力度（Ｎ／ｍ㎡） 

鋼矢板（ＳＹ２９５） １７６ 

【第４－１３表 鋼矢板】 

 

(ｴ) ＰＣ鋼材の許容引張応力度 

プレストレストコンクリート部材内のＰＣ鋼材の許容引張応力度は、

設計荷重作用時において、０．６σｐｕ又は０．７５σｐｙのうち、い

ずれか小さい値以下とすること。 

σｐｕ：ＰＣ鋼材の引張強度 

σｐｙ：ＰＣ鋼材の降伏点応力度 

降伏点応力度は、残留ひずみ０．２％の応力度とする。 
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  (ｵ) 許容応力度の割増係数 

上記(ｱ)ａ、ｂ、(ｲ)及び(ｳ)の許容応力度は、満液時におけるものとし、

地震時及び照査荷重載荷時の許容応力度は、割増係数１．５を乗じるこ

とができるものとすること。 

エ 地盤 

(ｱ) 調査 

土質条件の決定は、ボーリング、土質試験等の結果に基づいて行うも

のとすること。なお、既往のデータがある場合は、これによることもで

きるものとすること。 

(ｲ) 地盤の支持力 

         地盤の支持力は、次式により算出するものとすること。 

        ｑｄ＝α×Ｃ・Ｎｃ＋β×γ１・Ｂ×Ｎγ＋γ２×Ｄｆ×Ｎｑ 

        ｑｄ ：支持力（ｋＮ／㎡） 

        α、β：形状係数で、α＝１．０、β＝０．５とすること。 

        γ１：基礎底面下にある地盤の単位体積重量（ｋＮ／㎥） 

             （地下水位下にある場合は、水中単位体積重量をとる。） 

        γ２：基礎底面より上方にある地盤の単位体積重量（ｋＮ／㎥） 

               （地下水位下にある部分については、水中単位体積重量をと 

る。） 

        Ｃ：基礎底面下にある地盤の粘着力（ｋＮ／㎡） 

        Ｎｃ、Ｎγ、Ｎｑ：支持力係数で【４－１４表】によるものとすること。 

        Ｄｆ ：基礎の根入れ深さ（ｍ）  Ｂ：基礎幅（ｍ） 

φ Ｎｃ Ｎγ Ｎｑ 

    ０゜      ５．３       ０       １．０ 

    ５゜      ５．３       ０       １．４ 

  １０゜       ５．３       ０       １．９ 

  １５゜       ６．５       １．２       ２．７ 

  ２０゜       ７．９       ２．０       ３．９ 

  ２５゜       ９．９       ３．３       ５．６ 

  ２８゜     １１．４       ４．４       ７．１ 

  ３２゜     ２０．９     １０．６     １４．１ 

  ３６゜     ４２．２     ３０．５     ３１．６ 

  ４０゜     ９５．７   １１４．０     ８１．２ 

  ４５゜   １７２．３       －   １７３．３ 

  ５０゜   ３４７．１       －   ４１４．７ 

                             φ：内部摩擦角 

【第４－１４表 支持力係数】 
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オ 鉄筋コンクリートによる防油堤 

(ｱ) 荷重の組合せ 

防油堤は、【４－１５表】の荷重の組合せに対して安定で、かつ十分

な強度を有するものとすること。 

 満載時 地震時 照査荷重載荷時 

防油堤自重（上載土砂等を含む。） ○ ○ ○ 

液  重  量 ○ ○ ○ 

液     圧 ○ ○ － 

常 時 土 圧 ○ － ○ 

照 査 荷 重 － － ○ 

     地震時慣性力 － ○ － 

地震の影響 地 震 時土 圧       － ○ － 

     地震時動液圧 － ○ － 

【第４－１５表 荷重の組合せ】 

 

(ｲ) 安定に関する安全率 

防油堤は、支持力・滑動・転倒の安定に対し、それぞれ【第４－１６

表】の安全率を有するものとすること。 

 満液時 
地震時及び照査荷重載荷

時 

支 持 力 ３．０ １．５ 

滑   動 １．５ １．２ 

転   倒 １．５ １．２ 

【第４－１６表 安全率】 

 

鉄筋コンクリート造防油堤の安定計算において、転倒に対する抵抗モー

メント及び滑動に対する水平抵抗力は、次の項目を考慮することができる

ものとすること。 

ａ 抵抗モーメントと考えるもの 

(a) 防油堤自重（上載土砂等を含む。）によるも 

の 

(b) 液重量によるもの 

(c) 常時及び地震時の前面受働土圧によるもの 

ｂ 水平抵抗力と考えるもの 

(a) フーチング底面の摩擦抵抗によるもの 

(b) 常時及び地震時の前面受働土圧によるもの 

 



第 4-31 

 

ｃ 一般構造細目 

(a) 部材厚 

部材厚は、場所打ちコンクリートにあっては、２０㎝以上、プレキ

ャストコンクリートにあっては、１５㎝以上とすること。 

(b) 鉄筋の直径 

鉄筋の直径は、主鉄筋にあっては、１３㎜以上、その他の鉄筋にあ

っては、９㎜以上とすること。 

ｄ かぶり 

鉄筋及びＰＣ鋼材のかぶりは５㎝以上とすること。 

ｅ 目地等（平成１０年３月２０日消防危第３２号） 

(a) 防油堤には、防油堤の隅角から壁高（躯体天端からフーチングの上

面までの高さをいう。）のおおむね３～４倍の長さの離れた位置及び

おおむね２０ｍ以内ごとに伸縮目地を設けるものとし、目地部分には、

銅等の金属材料の止液板を設けること。 

また、目地部分においては、水平方向の鉄筋を切断することなく連

続して配置すること。ただし、スリップバーによる補強措置をした場

合はこの限りでない。 

スリップバーによる補強によった防油堤のうち、その全部又は一部

が液状化のおそれのある地盤に設置されるものについては、下記の

「防油堤目地部の漏えい防止措置について」で定めるところにより、

目地部の漏えい防止措置を講じること。 

(b) 防油堤は、隅角部でコンクリートを打ち継がないこと。 

防油堤目地部に用いる可撓性材は、平成１０年３月２５日消防危第

３３号「防油堤目地部の可撓性材に関する技術上の指針」によること。 
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防油堤目地部の漏えい防止措置について 

１ 防油堤目地部の漏えい防止措置について 

⑴ 漏えい防止措置 

漏えい防止措置は可撓性材又は盛土により行うこと。 

ア 可撓性材による漏えい防止措置 

(ｱ) 可撓性材は、ゴム製、ステンレス製等のもので、十分な耐候性、耐油性、

耐熱性及び耐クリープ性を有するものであること。 

(ｲ) 可撓性材は、防油堤の軸方向、鉛直方向、及びこれらに直角な方向の三方

向それぞれ200mmの変位に対し、変位追随性能を有するものであること。 

(ｳ) 可撓性材は、防油堤内又は防油堤外のいずれかにアンカーボルト、押さえ

板等により止液性を確保して取り付けること。 

(ｴ) 可撓性材は、土被りが十分な防油堤にあっては防油堤の直壁部に取り付け

るとともに、フーチング部を帆布等の耐久性のある材料で保護することとし、

土被りが十分でない防油堤にあっては防油堤の天端からフーチング下端まで

取り付けること。なお、「土被りが十分」とは、土被りがおおむね40cm以上

ある場合をいうものであること。【第４－７図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第４－７図 可撓性材の取付範囲】 

(ｵ) 既設防油堤の伸縮目地に可撓性材を取り付ける場合のアンカーボルトの

取付範囲は、止液板フックによりコンクリートが破損する恐れが大きいこと

から、止液板のフックのある範囲を除くものとすること。【第４－８図】 

 

 

 

 

 

 

 

【第４－８図 アンカーボルト取付範囲】 
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イ 盛土による漏えい防止措置 

盛土による漏えい防止措置を行う場合には、次の事項に留意し措置を行うこ

と。 

(ｱ) 盛土は、防油堤内又は防油堤外のいずれかに設置すること。 

(ｲ) 盛土の天端幅は、おおむね1.0ｍ以上とすること。 

(ｳ) 盛土の天端高は、防油堤の高さのおおむね90％以上の高さとすること。 

(ｴ) 盛土天端の延長は、伸縮目地部を中心に壁高のおおむね２倍以上の長さと

すること。 

(ｵ) 盛土の法面勾配は、おおむね６分の５以下とすること。 

(ｶ) 盛土表面は、コンクリート、コンクリートブロック、アスファルトモルタ

ル、芝生等により被覆すること。 

(ｷ) 盛土材料は透水性の小さい細砂又はシルトとすること。 

(ｸ) 盛土は、締固めを行いながら構築すること。また、まき出し厚さはおおむ

ね30cmを超えないものとし、ローラ等の締固め機械を用いて十分に締め固め

ること。 

(ｹ) 盛土に土留め壁を設ける場合は、防油堤と一体的な構造とすること。 

ウ  その他 

ア又はイによる漏えい防止措置を講じた場合には、止液板を設けないことが

できるものであること。 

⑵  液状化の判定方法 

液状化のおそれのある地盤とは、新設の防油堤にあっては砂質土であって告示

第４条の８各号に該当するもの（標準貫入試験値は第３号の表のＢを用いる。）

をいい、既設の防油堤にあっては砂質土であって地盤の液状化指数（ＰＬ値）が

５を超え、かつ、告示第４条の８第１号及び第２号に該当するものをいうものと

すること。また、これらの判断は、ボーリングデータに基づき行われるものであ

るが、タンク建設時に得られたボーリングデータを活用することでも差し支えな

いものであること。なお、地盤改良を行う等液状化のおそれがないよう措置され

たものにあっては、漏えい防止措置を講じないことができるものであること。 

 

２  既設防油堤の耐震性向上策 

⑴  既設の鉄筋コンクリート製防油堤（以下「既設防油堤」という。）のうちおお

む ね 

２０ｍ以内ごとに伸縮目地が設けられていないものにあっては、新たに伸縮目地

を設けること。 

 

⑵  既設防油堤の全部又は一部が液状化のおそれのある地盤に設置されており、か

つ、目地部の水平鉄筋が連続して配置されていない場合にあっては、当該部分に
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対し１⑴の漏えい防止措置を講じること。 

⑶  既設防油堤のうち全部又は一部が液状化のおそれのある地盤に設置されてお

り、かつ、隅角部にコンクリートの打継ぎがあるもの（隅角部の水平鉄筋が切断

されることなく連続して配置されているものを除く。）には、当該継ぎ部に１⑴

ア又はイの漏えい防止措置を講じること。これらの場合にいて、１⑴ア(ｲ)中

「200mm」とあるのは「50mm」と読み替え１⑴イ(ｴ)中「伸縮目地部を中心に壁高

の２倍」とあるのは「打継ぎ部から両方向に壁高の１倍」と読み替えるものとす

ること。 

 

⑷ 既設防油堤の目地部及び隅角部改修のフローチャートを次に示す。

  

３  暫定措置 

既設防油堤に漏えい防止措置を講じるまでの間にあっては、防油堤の目地部の損傷

に対し速やかに対応できるよう、土嚢を配備するなど応急措置体制を構築しておくこ

と。 

 

ｆ フーチングの突起 

フーチングに突起を設ける場合の計算上有効な突起の高さは、【４－



第 4-35 

 

１７表】及び【第４－９図】によるものとすること。 

 
【第４－１７表】 

 

【第４－９図】 

 

カ 盛土等による防油堤 

(ｱ) 天端幅は、１．０ｍ以上とすること。 

(ｲ) 法面勾配は、１：（１．２以上）とすること。ただし、土留めの措置

を講じる場合はこの限りでない。 

(ｳ) 盛土表面の保護処理 

盛土表面は、コンクリート、コンクリートブロック、アスファルトモ

ルタル、芝生等により被覆すること。 

(ｴ) 盛土材料は、透水性の小さい細砂、シルト等の土質を選定すること。 

やむを得ず透水性が大きい盛土材料を用いる場合には、防油堤の中央

部に粘土、コンクリート等で造った壁を設けるか、又は盛土表面を不透

水材で被覆すること。 

(ｵ) 盛土の施工 

盛土は、締固めを行いながら構築すること。また、まき出し厚さは３

０㎝を超えないものとし、ローラ等の締固め機械を用いて十分に締め固

めること。 

キ 防油堤の施工例 

      防油堤の施工例を【第４－１０図】【第４－１１図】に示す。 
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【第４－１０図 高さ１ｍの防油堤例】    【第４－１１図 高さ１．５ｍ防油堤例】 

 

ク 配管貫通部の保護措置 

(ｱ) 防油堤の貫通配管 

防油堤を貫通させて設ける配管は、次により配置すること。 

ａ 防油堤の一の箇所において、二以上の配管の直径が貫通する場合にお

ける配管相互の間隔は、隣接する配管のうち、その管径の大きい配管の

直径の１．５倍以上で、かつ、特定屋外貯蔵タンクを収納する防油堤に

あっては、０．３ｍ以上、小規模タンクのみを収納する防油堤にあって

は、０．２ｍ以上とすること。 

ｂ 防油堤を貫通する配管は、原則として、防油堤と直交するように配置

すること。 

(ｲ) 防油堤の補強 

防油堤の補強は、次により行うこと。 

ａ 鉄筋コンクリート造防油堤の配管貫通箇所は、直径９㎜以上の補強鉄

筋を用いて補強すること。 

ｂ 鉄筋コンクリート造防油堤の配管貫通部には、耐油性を有する緩衝材

等を充てんすること。 

(ｳ) 防油堤の保護措置 

防油堤の配管貫通箇所の保護措置は、鉄筋コンクリート、盛土等によ

るものとし、その措置は次によるものとすること。 

ａ 鉄筋コンクリートによる場合 

防油堤の配管貫通箇所の保護措置を鉄筋コンクリートにより行う場

合は、次に掲げるコンクリートの壁体（以下「保護堤」という。）で囲

む措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を講じること。 

保護措置の施工例は、【第４－１２図】を参照すること。 

    (a) 保護堤は、当該保護堤の設置にかかる防油堤の強度と同等以上の強

度を有するものであること。 
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(b) 保護堤の配管貫通箇所は、上記(ｲ)ａの補強を行うこと。 

(c) 保護堤の配管貫通部には、上記(ｲ)ｂの措置を講じること。 

(d) 保護堤を貫通する配管相互の間隔は、上記(ｱ)ａに準じること。 

(e) 保護堤と配管との間隔は、保護堤に最も近接して配置される配管の 

直径以上で、かつ、０．３ｍ以上とすること。 

(f) 保護堤内は、土砂による中詰を行うこと。 

(g) 保護堤内の土砂表面は、アスファルトモルタル等の不透水材で被覆 

すること。 

 

【第４－１２図 保護措置の施工例】 

 

ｂ 盛土による場合 

防油堤の配管貫通箇所の保護措置を盛土により行う場合は、次による

こと。 

保護措置の施工例は、【第４０－１３図】を参照すること。 

    (a) 防油堤の配管貫通箇所の保護のための盛土（以下「保護盛土」とい

う。）は、防油堤内又は防油堤外のいずれか一方の側若しくは両方の

側に設けるものとすること。 

(b) 保護盛土の天端幅は１．０ｍ以上とし、法面勾配は、１：（１．２

以上）とすること。 

(c) 保護盛土の材料は、透水性の小さい土質を選定すること。 

(d) 保護盛土の表面は、コンクリート、コンクリートブロック、アスフ

ァルトモルタル、芝生等により被覆するものとすること。 

 

【第４－１３図 保護措置の施工例】 
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ｃ その他の小口径配管の貫通部の措置 

防油堤を貫通する配管の呼び径が１００Ａ（４Ｂ）以下のものである

場合にあっては、次に掲げる方法又はこれと同等以上の効果を有する方

法により措置することができるものであること。 

保護措置の施工例は、【第４－１４図】を参照すること。 

    (a) 防油堤の配管貫通部には、耐油性緩衝材等を充てんするとともに、

配管貫通部の両側を金具により固定すること。 

(b) 配管貫通箇所は、直径９ｍｍ以上の補強鉄筋を用いて補強するとと

もに、必要に応じて当該箇所の防油堤の断面を増す等の措置を講じる

こと。 

 

【第４－１４図 保護措置の施工例】 

 

(2) 留意事項 

 ア 防油堤の容量として算定される部分の図は、下記【第４－１５図】のと

おりとする。 

 

【第４－１５図 防油堤の容量として算定される部分（斜線部）の例】 

 

 イ 防油堤内の面積等 

(ｱ) 防油堤が面する道路又は空地の幅は、基本的に４ｍとすること。 

(ｲ) 防油堤内の緑化については、「第２ 製造所の基準２」の例によるこ
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と。 

(ｳ) 防油堤の排水バルブには、常時閉の札を取り付けて置くこと。 

 

【第４－１６図 防油堤例】 

 

２３ 浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タンク（第２項） 

(1) 浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タンクについては、平成２４年３月２８日消防

危第８８号「浮き蓋付特定屋外貯蔵タンクに係る技術基準の運用について」

によるものとする。 

(2) 浮き蓋の構造及び設備に関する事項 

浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タンク（不活性ガスを充塡して危険物を貯蔵し、

又は取り扱うものを除く。）には可燃性の蒸気を屋外に有効に排出するため

の設備は、次に掲げる特別通気口及び固定屋根の中央部に通気口が該当する

ものであること。（平成２４年３月２８日消防危第８８号） 

ア 特別通気口 

特別通気口は、最高液位時の浮き蓋外周シールより上部の側板又は側板

近傍の固定屋根上に設けること。その個数は、標準サイズ（幅３００㎜、
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長さ６００㎜）の場合、【第４－１８表】に示す値以上とし、原則として

等間隔に設けるものであること。 また、通気口開口部の相当直径（4Ｓ／L

ｐ） 

が標準サイズ（０．４ｍ）を超える場合は、次の式によって個数を算出

すること。ただし、最小設置個数は４個とすること。 

 

   なお、不活性ガスにより常時シールするタンクにあっては、特別通気口

を設置しないこと。 
タンク高さ（ｍ）※ 

タンク内径（ｍ） 
設置個数（Ｎs） 

20 21 22 23 24 25 

10 4 4 4 4 4 4 

12 4 4 4 4 4 4 

14 6 6 6 6 6 6 

16 6 6 6 6 6 6 

18 8 8 8 8 8 8 

20 8 8 8 8 10 10 

22 10 10 10 10 10 10 

24 10 10 10 10 12 12 

26 10 10 10 10 12 12 

28 10 0 12 12 12 14 

30 12 12 14 14 14 14 

32 12 14 14 16 16 16 

34 14 1 16 18 18 18 

36 16 16 18 20 20 20 

38 18 18 20 22 22 22 

40 20 20 22 24 24 26 

42 22 22 24 24 26 28 

44 24 24 26 26 30 30 

46 26 26 28 30 32 34 

48 28 28 30 32 34 36 

50 30 32 32 34 36 40 

52 32 34 36 36 38 42 

54 34 36 38 40 42 46 

56 38 38 40 42 44 48 

58 40 42 44 46 48 50 

60 42 44 46 48 50 52 

   ※タンク高さが２０メートル未満のものについては２０メートルの時の

設置個数を用いる。 

 

【第４－１８表 標準サイズの特別通気口の設置個数】 
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 イ 固定屋根の中央部に設ける通気口 

 固定屋根の中央部に設ける通気口のサイズは、呼び径が２５０㎜以上で

あること。ただし、気相部を不活性ガスにより常時シールするものについ

ては、当該通気口に代えて危省令第２０条第１項第２号に規定する大気弁

付通気管を設置することが望ましいこと。 

 ウ その他の特別通気口 

浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タンクの特別通気口について、当該通気口の

通気量が日本高圧力技術協会規格 G－107「固定屋根付き浮き屋根式石油類

貯蔵タンクの通気装置」に示されている通気量（固定屋根と浮き屋根間に

滞留する蒸気量を、内径が２５ｍ以下のタンクについては１８時間以内に、

内径が２５ｍを超えるタンクについては２４時間以内に元の量の２５％以

下に換気し得る通気量）を満足することが数値流体力学による解析等によ

り確認できれば、平成２４年３月２８日付け消防危第８８号によらないこ

ととしてよい。（平成２９年５月１８日消防危第１０４号） 

(3) 浮き蓋の状態を点検する設備 

浮き蓋付特定屋外貯蔵タンクは浮き蓋の状況が外部からは確認が難しく、

異常が発生しても覚知が遅れやすいこと、また異常が発生した後の対応を安

全に行うために浮き蓋の傾斜及び損傷状況を詳細に確認する必要があるこ

とから、固定屋根上に点検口を設けること。 

ただし、窒素ガス等の不活性ガスにより常時シールするタンクにおいては、

点検口を設置しないこと。また、浮き蓋に係る点検を確実に行うためには、

点検口から浮き蓋の全体を視認することが必要だが、一つの点検口から確認

できる浮き蓋の範囲は、タンクの直径、高さ、点検口の構造や内部の明るさ

によって異なることから、浮き蓋の全体が視認できるよう点検口（又は固定

屋根部の特別通気口であって内部の点検が容易にできる構造のもの）を複数

設けることが必要であること。（平成２４年３月２８日消防危第８８号） 

(4) 噴き上げ防止措置に関する事項 

 ア 危政令第１１条第２項第４号中の「配管内に気体が滞留するおそれがあ

る場合」としては、危険物の受入元が船舶及びタンクローリーである場合

や、危険物が配管内で揮発しガス化する場合が考えられる。 

イ 危省令第２２条の２の２第１号に規定する「配管内に滞留した気体がタ

ンク内に流入することを防止するための設備」としては、配管に設置され

る空気分離器及び空気抜弁が有効な設備であること。ただし、空気抜弁を

もって当該配管内に滞留した気体がタンク内に流入することを防止するた

めの設備とする場合は、定期的に空気抜き作業を実施する必要があること。 

ウ 危省令第２２条の２の２第２号に規定する「配管内に滞留した気体がタ

ンク内に流入するものとした場合において当該気体を分散させるための設
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備」としては、ディフューザーが有効な設備であること。ディフューザー

の配管側端部においては配管がディフューザー内部に差し込まれた配置で

あるとともに、ディフューザーのタンク中心側端部は閉鎖された構造とす

ることが望ましいこと。なお、危険物の受入流速を低下させることは、静

電気防止対策としては有効であるものの、噴き上げ防止対策としては有効

性が確認されていないものであること。 

(5) 浮き蓋の漏れ試験 

浮き蓋の溶接部は、危省令第２０条の９に基づく真空試験、加圧漏れ試験、

浸透液漏れ試験等の試験によって漏れがないものでなければならない。 

なお、簡易フロート型のフロートチューブで、フロートチューブの製作工

場等においてあらかじめ溶接部に係る漏れ試験又は気密試験が実施されて

いるものにあってはこの限りでない。（平成２４年３月２８日消防危第８８

号） 

 

２４ その他屋外タン貯蔵所の共通事項 

(1) 歩廊橋（屋外貯蔵タンク間の進路歩廊をいう。）の設置は認められない。

（昭和５８年９月２９日消防危第８９号）（平成８年１０月１５日消防危第

１２５号） 

(2) タンク冷却用の散水設備を設ける場合は、「タンク冷却用散水設備にする

運用指針」によること。（昭和５５年７月１日消防危第８０号） 

 

 

 


